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多セクターとの共創による
包摂型地域コミュニティ生成
―高槻市富田地区大阪北部地震後の 
コミュニティ再生の取り組み（1）―

岡本　工介

1　はじめに

　昨今、日本を含む世界において社会課題が多様化かつ複雑化している。

　貧困、紛争、気候変動、感染症など人類がこれまでになかったような数

多くの社会課題に直面している。そのような中、世界的な動きとして国連

により「SDGs」（Sustainable Development Goals〈持続可能な開発目標〉）

が掲げられ、「誰一人取り残さない（No one will be left behind）」という

考えのもと、世界の課題を網羅的に取り上げた。SDGs とは2015年 9 月に

ニューヨークの国連本部において、「国連持続可能な開発サミット」が開催

され、採択されることとなった「我々の世界を変革する：持続可能な開発

のための2030アジェンダ」のことである。そこでは、持続可能な開発目標

として 1．「貧困をなくそう」、4．「質の高い教育をみんなに」、11「住み

続けられるまちづくりを」など17のゴールと169のターゲットが示されて

いる。

　2018年の国際連合広報センターによる SDGs ゴール17「パートナーシッ

プで目標を達成しよう」の解説によれば「持続可能な開発アジェンダを成

功に導くためには、各国政府と民間セクター、市民社会のパートナーシッ

プが必要です。原則と価値観、共有のビジョン、そして人間と地球を中心

に据えた共有の目標に基づく包摂的なパートナーシップが、グローバル、
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地域、国内、地方の各レベルで必要とされています。」と紹介されている。

　また、日本政府においても2016年に総理大臣を本部長、官房長官、外務

大臣を副本部長とし、全閣僚を構成員とする「SDGs 推進本部」を設置、国

内実施と国際協力の両面で率先して取り組む体制を整えている。2020年12

月の第 9 回推進本部会合では、2021年の SDGs 推進のための具体的施策を

とりまとめた『SDGs アクションプラン2021』を決定し実現化に向けて積

極的に取り組みを行っている。

　東（2018）によれば「（SDGs）策定のプロセスには、政府、民間企業、

研究者、市民など、多くの関係者が議論に参画したこともあり、立場の異

なる者同士の間をとりもつ、『共通言語』としての特徴を持ち合わせていま

す。」と紹介されている。

　このように国内外において様々な社会課題の解決が謳われ、その課題の

解決に対し、「SDGs」を共通言語とし地域・行政・学校・大学・企業等も

含めたネットワーキングとそれぞれのアクターが具体的にどのように役割

分担を担い、いかにして社会課題の解決の仕組を構築できるのかが問われ

ている。

　これらの課題を検討するにあたり、本稿では具体的な実践事例として高

槻富田地区を取り上げる。その理由は、この富田地区では、①1980年代よ

り当該地区における低学力の課題から地域・家庭・学校・行政などのアク

ターが協働し「学力保障プロジェクト」などに取り組み、②その歴史を継

承し 2016 年からは当該地区において、一般社団法人「タウンスペース

WAKWAK」（以下、WAKWAK とする）という社会的企業がそのヘッド

クォーターを担い、それまでの連携に加え大学・企業などのセクターにも

広げ、子どもたちの包括的な支援体制を築き、また社会変革を生み出すな

ど多様なセクターとの共創による社会課題の解決の蓄積が見られるからで

ある。

　今回の事例では、富田地区において行われている子どもから高齢者まで

を対象にした多岐にわたる事業の中でも2018年 6 月の大阪北部地震後に発
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足した「未来にわたり住み続けたい町コミュニティ再生事業」を取り上げ、

SDGs 11「住み続けられるまちづくりを」の実現に向けた多セクターとの

共創の仕組や、その担い手となっている組織が果たしている役割、とりわ

け多セクターの共創による課題解決の仕組について明らかにする。

　以下では、はじめに富田地区の特徴と課題を述べ、次に現在におけるま

ちづくりのコンセプトとそれを担う主体である WAKWAK について述べ

る。そして、WAKWAK が主体となっていかにして多セクターの共創によ

り包摂型コミュニティの生成に向けたアクションを行っているのか、その

プロセスとそれによって生み出された実際の事業について整理し論じてい

く。ここでいう「包摂」とは社会的包摂のことを指し、岩田（2008）によ

る「排除されやすい立場にある人々を見過ごすことなく、社会の中へ包摂

する考え方」のこととする。また共創については大阪大学西尾総長（2020）

による「共創（Co-creation）とは、社会と『共に新たな価値を創造する』

ことを目指す理念」とする。

　本稿の取り組みは、筆者自身が一般社団法人タウンスペース WAKWAK

業務執行理事兼事務局長としてこの実践に関わってきたため、筆者自身の

活動紹介という側面も併せ持つ。

　なお本稿は、既に発表した内容、（岡本2021）に加筆・修正を加えまと

めたものである。

キーワード：�SDGs，誰一人取り残さない，コレクティブ・インパクト， 
コミュニティ・スクール，共創，社会的包摂

2　高槻市富田地区の地域性と一般社団法人タウンスペース�

WAKWAKの概要

　高槻市富田地区は大阪府北部、高槻市域西部に位置し、被差別部落を含

む地域である。古くから寺内町として栄えてきた側面と508戸の公営住宅
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を有し生活困窮世帯やひとり親家庭・高齢世帯等、多くの社会的課題を抱

えた側面がある地域である。

　一方で地域・家庭・学校・行政等が長年にわたって連携しながら社会的

弱者を支えてきた実績をもつ地域でもあり、そのことから多様な社会資源

のネットワークをもっていることも特徴である。

　富田地区には長年にわたる部落解放運動の歴史があり、1922年全国水平

社創立の翌年1923年には富田水平社が創立されている。

　その後、1960年代には地区の環境改善として行政施策による市営住宅の

建設や道路整備、隣保館の建設など施設整備がなされ、教育分野において

も、差別の結果による長欠・不就学の問題の克服が取り組まれてきた。ま

た、1986年、地区（被差別部落）の中学生の高校への進学率が60％を割り、

地区の生徒37人中15人が高校進学を断念するというきびしい実態が起こっ

た際には、地域・学校・行政が一体となった教育運動として「学力保障プ

ロジェクト」の発足と学力・生活総合実態調査が行われてきた。これらを

契機に長年にわたる学校と家庭や地域、行政の協働がなされていった。

　1990年代には、大阪大学の故池田寛が富田地域のフィールドワーク調査

を通じて「教育コミュニティ」を提唱し、地域教育推進のためのヘッドク

ォーターの必要性を主張した（池田2000）。池田は地域教育推進母体（ヘ

ッドクォーター）の役割について「個々の制度のあいだを調整し、真の意

味での『連携』をつくり出すしくみを話し合ったり、計画したり役割の調

整をしたり、さらに活動や事業をすすめていくための恒常的な組織が是非

とも必要である。これからの地域教育の課題は、地域内のさまざまな人々

や組織の連携・連結、つまり協働のシステムをつくり上げることであろう」

と述べている。本事例における WAKWAK の役割は、池田が主張する地

域教育推進母体の発展的な実践形態を試みたものでもある。すなわち地域

の中にヘッドクォーターを組織し、多組織と協働しながら教育コミュニテ

ィをいかにすれば生み出せるのかを実践化したものでもあり、さらにそれ

らを教育分野のみならずまちづくりの分野にも広げた故池田の遺産を継承
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した発展的形態を試みたものでもある。

　その後、2002年には新しい福祉のまちづくり運動として社会福祉法人つ

ながりを設立、2003年に知的障がい者通所支援施設「サニースポット」の

開設。2004年には地域の再生とまちづくりへの新たな取り組みとして「富

田まち・くらしづくりネットワーク」の結成などが行われてきた。

　このような長年の社会運動や実践の蓄積の上に、2012年に非営利型の一

般社団法人として WAKWAK は設立された。WAKWAK は、「すべての人

に居場所と出番がある社会」「すべての人が SOS を発信でき、互いに支え・

支えられる社会」「新しい公共の主体としての自立・参加・協働による地域

社会の再生とつながりのある社会」を理念としている。また、地域支援に

おいて地域住民自らが意思決定を行い運営するための仕組として、「社会的

企業」の組織形態を目指してきた。社会的企業については膨大な先行研究

があるがここでは、社会課題の解決を第一の目的としながらも、一方で事

務所経費や人件費などを収益としてあげることで企業体として成立する組

織体とする。

　つまり WAKWAK は、社会的企業という事業体としてともすれば社会

から孤立させられている人たちに光をあて、「排除ではなく社会的包摂」の

まちづくりをめざしてきた。

3　WAKWAKの取り組みの経過

　2012年の法人設立を経て、子どもから高齢者までを対象とした多岐にわ

たる事業を企画・運営しながらもとりわけ2014年からは子どもの居場所づ

くりの取り組みに力を入れてきた。そこでは WAKWAK が地域・家庭・

学校・行政・大学・企業等をヘッドクォーターとしてつなぐ役割を果たし

ながら多セクターとの共創による「子どもの貧困」の解決のための包括的

な支援の仕組みづくりを行ってきた。WAKWAK は「ひとりぼっちのいな

いまちづくり」（包摂のまちづくり）を多セクターとの共創により創り出す
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ことを一貫したテーマに事業を行ってきたが、その考えは SDGs における

「誰一人取り残さない」とも合致しており、日本各地で「子どもの貧困」と

その解決の仕組みの一つとしての子ども食堂への注目が集まっていたこと

とも重なり実践は先進的な取り組み事例として NHK 全国放送に 2 度にわ

たって放映された他、内閣府のホームページ等にも掲載された。学術分野

においても学会や研究会での発表をはじめ「部落解放人権研究奨励賞」（一

般社団法人部落解放研究所設立50周年記念事業）の受賞などにもつながっ

てきた。

　これらの具体的な事業実践についてはすでに拙著『大阪府高槻市富田地

区における包摂型のまちづくり―子ども食堂をはじめとする子どもの居場

所づくり事業を中心に―』（2019年）、子どもの居場所を生み出すプロセス

については『コミュニティ・オーガナイジングによる社会変革の共創―高

槻富田地区子どもの居場所づくりの取り組み―』（2020年）においてそれ

ぞれまとめているので、参考にしていただければ幸いである。

　その後、2018年 6 月18日に高槻市を震源とする大阪北部地震が発生。市

営住宅19棟のうちの 2 棟が倒壊の危機があると判断され取り壊される中、

「一刻も早く安全な場所に住みたい」という住民の切実な思いに突き動かさ

れる形で2019年に WAKWAK の最重点事業として「未来にわたり住み続

けたい町コミュニティ再生事業」を立ち上げた。

4　大阪北部地震後の被災者支援から見えたもの

4-1　災害時には社会的弱者ほど孤立し被害は深刻化する

　2018年に高槻市を震源に都市型大地震「大阪北部地震」（震度 6 弱）が

発災。地震当日「倒壊の恐れあり」として公営住宅19棟の内12号棟、13

号棟の26世帯52名が緊急避難となった。結果、避難所生活を最も長く強い

られたのが富田地区に集中（38％）した。そのような状況の中、富田地区

では、WAKWAK を中心に地域住民を中心としたささえあい活動を発災直
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後から進めてきた。発災当日には NPO 法人ふーどばんく OSAKA と連携

し公的避難所への物資運搬、発災翌日には住民ボランティアを組織化した

要援護者家庭150件の安否確認を行った。また、社会福祉法人と連携した

避難者への昼食および夕食の配食、地区の危険度確認など様々な活動を迅

速に展開した。

「ガスの復旧を知らなかった。」「避難所までそもそもいけなかった。」

「外で放送がなっていても聞こえない。」

「地震の揺れが怖くて家で一人ずっと心細かった。」

　その実践を通して見えてきたのはそんな住民、とりわけ高齢者や障がい

者などの要援護者の声だった。

　渥美（2020）によれば「2018年の西日本豪雨災害では、犠牲になった

人々のうち、高齢者、障害者が 8 割を超えるという事例（岡山県倉敷市真

備町）が発生。（中略）『多様な住民を誰一人残すことなく』という点に、

インクルーシブな視点が含まれているはずである。」と述べているが、まさ

に富田地区においても「災害時には社会的弱者ほど孤立、被害が深刻化す

るという状況」が起こっていた。

　また、地震により倒壊の恐れがあると判断された市営富寿栄団地12棟・

13棟のみならず全棟19棟508戸の大部分が新耐震以前の建物であり、最も

古い 1 棟は1962年建設と建築後半世紀を超え老朽化しており、耐震診断・

耐震補強もされていないことから住民の不安が高まっていた。

　そのような切迫した状況から高槻市も市長の重点施策の一つとして『高

槻市営富寿栄住宅建替基本計画』を策定、市営住宅の全面建て替えを掲げ

た。施策においては「富田地区」を副都心として位置づけ市営住宅の全面

建て替えはもとより富田地区全体のまちづくり構想もなされており画期的

なものであった。一方で今後の課題として①子育て層、大学生、外国籍住

民、高齢者、障がい者など多様な層の声の反映、②建替後の余剰地のあり
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方を含めた集会所、公園、共同浴場、居場所などコミュニティ全体の姿の

検討、③高齢化率が高い中、例えば20年後の住民の入れ替え時を考えた住

宅の在り方、④老朽化した公共施設のあり方など課題は多岐にわたってお

り、行政単セクターだけでの解決は難しく多セクターの共創による解決が

必要とされていた。

　そこで行政とも連携をしながら多様な課題を解決するためWAKWAKの

2019年度最重点事業として「未来にわたり住み続けたい町コミュニティ再

生事業」を立ち上げ、①フェーズ 1「住まい編」（市営住宅の建て替えに多

様な層の住民の声を届ける）、②フェーズ 2「長期的なまちづくり編」の 2

段階を設定、その解決の仕組みとして多セクターとの共創の仕組を創りあ

げていった。

4-2　�フェーズ 1「住まい編」（市営住宅の建て替えに多様な層の住民の声

を届ける）の取り組み

4-2-1　高槻市の施策上の課題

　フェーズ 1「住まい編」（市営住宅の建て替えに多様な層の住民の声を届

ける）を取り組むにあたって主に二つの課題があった。それは①高槻市の

施策に子どもから高齢者に至る多様な層の声を届けること、②同市による

市営住宅の建て替えを含むまちづくり構想に「社会的包摂」の視点を提示

することだった。

　①については、市営住宅の建替に向けてすでに「建替研究会・入居者委

員会」が高槻市都市創造部を所管に行われていた。そこに集まるのは主に

高齢者が中心であった。それは日本各地の多くの福祉施策設計時の住民の

声を吸い上げる場においても同じことが起こっているが、そのこと自体悪

いことではない。

　しかし、当然のことながらまちには高齢者はもちろん、子ども、大学生、

子育て世代、障がい者、外国籍の人まで多様な住民が住むことになる。そ

のことから多様な層の声、なかでも「社会的弱者の声」をいかに吸い上げ
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て住宅施策に反映していくのかが重要なポイントだった。

　②については、公営住宅や被差別部落が抱える社会課題の解決を行う上

で「社会的包摂」の視点が不可欠であったからである。

　寺川（2017）によれば公営住宅について「ハード整備が進む中で、世帯

の小規模・高齢化をはじめ、子育て層や若年世帯の減少と生活保護世帯の

増加、そして、建物の老朽化にともなう居住者の QOL の低下やコミュニ

ティの減退化が課題となって久しい。」と述べられており、別の角度からは

高田（2015）において「今日の（被差別）部落が社会的排除・貧困が集積

する空間になりつつある」という指摘がなされている。公営住宅には経済

的に困窮した世帯やひとり親世帯が集住する傾向があり、高齢化率も高く、

入管法の改正により今後外国籍住民の増加も予想される。同様の課題を抱

え508戸の市営住宅を有する富田地区においてもこれらの社会課題をどう

解決するのか、建て替えを含めたまちづくりにいかに「社会的包摂」の視

点を入れるのかは重要なファクターであった。

4-2-2　ワークショップ及びアンケートによる多様な層の声の吸い上げ

　そのためフェーズ 1 においては、住民ワークショップをはじめ近隣の大

学や障がい児が通う支援学校、PTA、外国籍に至る多様な層の声をアンケ

ートにおいて集めた。

　住民に対してはアンケートではなく直接声を吸い上げるためのワークシ

ョップを行ったが、そこには被差別部落であるという特性を加味した実践

知があった。

　1990年代に富田地区にフィールド調査に入っていた大阪大学故池田寛

（1987）は、英国教育社会学者バースティンの言語コードを例に、同和地区

には豊かな「話しことば」が存在するにも関わらず学校で重視される「書

き言葉」が十分に発達していないことを指摘していた。これらは高田（2019）

においても「『同和地区の下位文化』は部落差別によって『外部社会からの

排除』や『学校教育からの疎外』の結果として生じた。」と述べられてい
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る。そのため、仮に記述式のアンケートを実施しても住民からの声はほと

んど拾えないばかりか本当のニーズを吸い上げることは困難であることが

これまでの専門知や実践知としてもあきらかだった。そのため富田地区を

拠点に老人会をはじめ多様な団体が参画している「富田まちくらしづくり

ネットワーク」とWAKWAKの共催によりワークショップを実施した。さ

らに住民が声を出しやすいようグループそれぞれにも同地区出身の元行政

職員等が進行役として入るなど地縁があることで語りやすい場づくりを意

識し、かつそこで住民が語る言葉を付箋に書き出し吸い上げる形式で実施

した。

　また、アンケートの実施においては大阪大学大学院人間科学研究科志水

宏吉ゼミの協力を得て、連携する近隣の大学の大学生、障がい児の通う高

槻支援学校の教職員、富田地区にある中学校区 3 校の PTA 学習会に参加

した PTA、外国からの留学生および外国籍住民を対象に実施した。アンケ

ートの設問は①「その町に住みたくなる理由としてどんなことがあるか」

（例：交通の便が良い、公共施設がある、おしゃれなカフェがあるなど）、

②「住まいを選ぶ際に重要視するものは何か」（例：間取り、家賃、近所付

き合いなど）、③「まちが子ども・障がい者・高齢者・外国籍の人たちなど

誰にとっても住みやすい町になるためにハード面（施設・建物など）・ソフ

ト面（事業やイベントなど）でどんなことが必要だと思うか」、④自由記述

を列記、ワークショップ、アンケートを合わせ計602名から回答を得た。

（表 1）

（表 1）ワークショップ・アンケート概要

調査対象 調査数 調査目的 形式
地域住民 82名

本調査では、市営住宅建て替え
の際に社会的包摂の視点により
大学生、障がい者、子育て層、
外国籍住民に至るまでの多様な
層のニーズを探る。

ワークショップ形式
大学生 322名 アンケート形式
PTA 49名 アンケート形式
障がい者 99名 アンケート形式
外国籍住民 50名 アンケート形式
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4-2-3　地域・学校との協働による子どもたちのソーシャルアクション

　また、将来のこのまちを担っていく子どもたちの声を市の施策に反映す

るための学校の取り組みとして、高槻市立富田小学校 4 年生「総合的な学

習の時間いまとみらい科『マイタウンミーティング』」が行われ、その実践

へ地域も協働・参画した。

　富田地区にある 3 校（高槻市立富田小学校、赤大路小学校、第四中学校）

は、平成22年度から平成25年度の間、文部科学省の「研究開発学校」と高

槻市教育委員会の「小中一貫教育推進モデル校」のダブル指定を受け「社

会参画力」をキーワードにして新領域「いまとみらい科」の研究開発に取

り組んできた。授業では、「まちの温度計をあげよう」をキーワードにし

て、児童・生徒がまちの取り組みに参画し、子どもたちが支援される側と

してではなく地域を変える主体となって社会に発信していくことも積極的

に行われている。

　これらの取り組みは先進的な事例として平成25年に「第 7 回キャリア教

育優良教育委員会・学校及びPTA団体等文部科学大臣表彰」を受けている。

　その結果として、これまでに述べた地域側による「未来にわたり住み続

けたい町」を創ろうとする動きと学校による「いまとみらい科」の取り組

みが大きな相乗効果を産むことになった。

　「マイタウンミーティング」を担当した富田小学校の教員は次のように述

べている。「富田のまちには、地域で活動する方々を中心にしながら、社会

的孤立を超え、インクルーシブコミュニティを創造しようとする動きがあ

ります。（中略）当単元『マイタウンミーティング―みんなが幸せに暮ら

せるまちをつくろう―』の具体的な取り組みとは今後のコミュニティ再生

プログラムの過程において、子どもたちが考える『みんなが幸せにくらせ

るまちづくり』の提案を、少しでも反映させたいという願いを実現するこ

とにあります。（中略）子どもたちの考えた『共生のまちづくり』に参画す

ることで『社会は変えられる』という “手触り” のようなものを感じさせ

たいと考えています。」（『大阪府高槻市富田地区未来にわたり住み続けたい
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まち提案書』2020年）

　いまとみらい科では、「S-RPDCA」という独自の学習サイクルの中で、4

年生の児童が S【スタンディング】（課題と自分との関係を見つめよう）を

構想し、その中で「みんなが幸せにくらせるまちって？」を考えることを

皮切りに、R【リサーチと】（調べ考えをひろげよう）として地域にある施

設や団体へ聞き取りを行い、P【プラン】（計画を立てよう）として「参画

できることは何か」を考え、D【ドゥ】（活動する）として「マイタウンミ

ーティング」を経て、C【チェック】（ふりかえろう）として「これまでの

学習を振り返ろう」ののちに A【アクション】（今までの学びを今と未来に

つなげる）として「自分たちにできるまちづくりへのアプローチ」につな

いでいる。D「マイタウンミーティング」においては児童がまちに対する提

案書をつくり（表 2）のように地域の様々な団体の方々が一堂に会した場

において取り組みを発表、高槻市都市創造部の職員に提案を行った。

（表 2）マイタウンミーティングの出席者

セクター 協働団体等
アドバイザー 一般財団法人ダイバーシティ研究所　田村太郎氏
○地　域 富田自治会連合・富田まちくらしづくりネットワーク・富寿栄老人会・因光

寺・一般社団法人タウンスペース WAKWAK・社会福祉法人つながり「サ
ニースポット」・富田地域包括支援センター

○家　庭 富田小校区 PTA
○大　学 関西大学教員・平安女学院大学教員・大阪大学大学院生
○行　政 都市創造部・富田保育所・富田幼稚園・富田ふれあい文化センター・富田青

少年交流センター・福祉支援相談課・富田老人福祉センターひかり荘
○企　業 阪急阪神ホールディングス株式会社・丸大食品株式会社

　本取り組みについて、志水（2020）からは1990年代以降大阪を中心に展

開されている人権総合学習の中でも、新境地を切り拓くものとして以下の

4 つの特徴で評価を得た。

　①　「人権総合学習の一つの新たなモデルを提示していること。」

　②　�「その実践に地域が深くかかわり、学校と地域の連携の形ができてい
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ること。」

　③　�「人権のまちづくりへの、子どもたちの参画が実質的に図られている

こと。」

　④　�「授業についての独自の学習スタイルが提唱されていること。」
� （『大阪府高槻市富田地区未来にわたり住み続けたいまち提案書』2020年）

　また、これらの実践は昨今文部科学省が提唱している「コミュニティ・

スクール―地域とともにある学校づくりを目指して―」の理念とも重なる。

コミュニティ・スクールでは、子どもたちを取り巻く環境や学校が抱える

課題の複雑化・多様化の状況を踏まえ「学校と地域の連携・協働」の重要

性が指摘されている。その課題の解決、未来を担う子どもたちの豊かな成

長のためには「社会総がかりでの教育の実現」が不可欠だと述べている。

さらに取り組みを進めていくためには学校と地域がパートナーとして「地

域でどのような子どもたちを育てるのか」、「何を実現していくのか」とい

う目標やビジョンを共有することが重要です。と述べており「地域ととも

にある学校づくり」への転換を提唱している。

　以上のフェーズ 1「住まい編」（市営住宅の建て替えに多様な層の住民の

声を届ける）の実践を通して、多様な層の声を集約し『市営住宅の建て替

えに対する住民の要望書』として地域諸団体の連名において高槻市に提出、

政策提言につなぎ、高槻市が策定する市営住宅の建て替え時の仕様書にそ

の内容が反映された。また、その実践と並行し地域と学校の協働による「マ

イタウンミーティング」の実践により将来のまちを担う子どもたちの声が

高槻市に届けられた。

5　むすびにかえて

　これらの事業は試行錯誤を重ねながら今まさに行われプロジェクトは進
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化し続けている。

　むすびとして、フェーズ 1 の取り組みから明らかになったことを掘り下

げておきたい。

　それは第一にプロジェクトを通した多セクターとの共創の中で実際のソ

ーシャルアクションにつないでいる点である。具体的には従来の高槻市の

市営住宅の建替事業の施策反映における住民の声を集約する仕組みにおい

ては高齢者の声が主な声であった。それに対しフェーズ 1「住まい編」を

通してその他の住民の声および多様な層のニーズを集約し高槻市に提示す

ることで市営住宅の建て替え事業の制度設計に反映されたことである。

　第二に高槻市による市営住宅の建替事業に「社会的包摂」の視点を提示

したことである。

　田中（2019）によれば「SDGs 11は『包摂的で安全かつ強くしなやか（レ

ジリエント）で持続可能な都市及び人間居住を実現する』である。包摂的（イ

ンクルーシブ）とは、弱い立場にある人々をも含めたという意味で、女性、子

ども、障がい者、高齢者などに対する方策が強調されている。」と述べている。

　このプロジェクトでは、子ども、障がい者、高齢者、外国籍住民といわ

れる社会的弱者の声の一つ一つを拾い上げ、そのニーズを集約し具体的な

住まいのあり方を提案することで「社会的包摂」の視点を提示していると

言えるであろう。

　第三にプロジェクトがアドボカシー機能を担っていることである。アド

ボカシーとは「擁護・代弁」などの意味を持ち、同時に政治的、社会的な

システムや制度における決定に影響を与えることを目的とした活動や運動

を意味するとされ、特に社会的弱者の権利を擁護する場面で行われる。

　このプロジェクトは多様な声、とりわけ社会の中でこぼれ落ちやすい「社

会的弱者」の声を集約し高槻市に提示している点でアドボカシー機能を担

っていると言えるであろう。

　以上本稿では、高槻市富田地区における大阪北部地震後のコミュニティ

再生事業における取組みとして多様な層の声を集め高槻市の施策に反映す
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ることを中心に行ってきた。その中でとりわけ特徴的だったことがあった。

　それはどの層においても、「ワンストップで多様な相談にのってもらえる

場所が必要だ」という共通の声だった。これらを踏まえ次のフェーズとし

て子どもから高齢者までがいつでも気軽に立ち寄ることができ、困りごと

を解決できる包摂の仕組をまちに創ることの必要性が明らかとなった。ま

た、高槻市の施策において市営住宅の建て替えに続き『富田地区まちづく

り構想』が動き始め、その動きに連動する形でフェーズ 2 の動きが始まっ

ていった。これらの動きについては、稿を改めて論じることとしたい。
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